
東京都板橋区建設工事等指名事業者選定基準 

（ 昭和６ ０ 年８ 月２ ０ 日区長決定）  

（ 目的）  

第１ 条 この基準は、 東京都板橋区契約事務規則（ 昭和53年板橋区規則第21号。 以下

「 規則」 と いう 。 ） 第29条の規定に基づき、 東京都板橋区（ 以下「 区」 と いう 。 ） が発

注する建設工事、 設計、 測量及び地質調査委託に関し 、 事業者の指名について必要な事

項を定め、 もって指名競争入札（ 希望制（ 公募型） 指名競争入札を含む。 以下同じ 。 ）

の厳正かつ公平な執行を図ること を目的と する。  

（ 指名事業者の選定の判断事項）  

第２ 条 区は、 指名競争入札に参加する資格を有する事業者につき、 次に掲げる事項を

調査し 、 発注し よう と する案件（ 以下「 発注案件」 と いう 。 ） について次条により 選定

を行う ものと する。  

（ １ ） 経営及び信用の状況 

（ ２ ） 不誠実な行為の有無 

（ ３ ） 既発注案件の履行成績 

（ ４ ） 発注案件履行についての技術的適性 

（ ５ ） 発注案件における地理的条件（ 事業所の所在地等）  

（ ６ ） 指名及び受注の状況 

（ ７ ） その他発注案件に対する履行能力 

（ 指名事業者の選定方法）  

第３ 条 区は、 おおむね別表１

２  区は、 前項に規定する事業者のう ち、 次の各号のいずれかに該当するものは、 他の

事業者に優先し て選定するこ と ができる。  

に定める基準に従い、 発注案件の予定価格の区分に対応

する格付等級に該当する事業者のう ちから指名事業者を選定するものと する。 ただし 、

発注案件の性質又は目的によっては格付等級順位又は経審点を用いた選定を行う こ と が

できる。  

（ １ ） 発注案件が既発注案件又は他官公庁発注案件（ 履行中のものに限る。 ） と 関連す

る場合の既発注案件の履行事業者 

（ ２ ） 既発注案件の履行成績が優秀な事業者 

（ ３ ） 区内に本社又は主たる営業所を有する事業者（ 以下「 区内事業者」 と いう 。 ）  

(４ ） 区内優良建設業者褒章要綱により 褒賞を受けた事業者 

３  区は、 次に掲げる場合は、 第1項に規定する事業者以外のう ちからも指名事業者を

選定するこ と ができる。  

（ １ ） 事業者が前項各号のいずれかに該当する事業者であると き。  

（ ２ ） 発注案件が高度の技術又は困難を伴う 案件であると き。  

（ ３ ） 別表１ に定める発注案件の予定価格の区分に対応する格付等級の上限若し く は下



限に近い事業者であると き。  

（ ４ ） 特に緊急を要する工事であると き。  

（ ５ ） 遠隔地の工事であると き。  

（ ６ ） その他発注案件の性質又は目的により 、 第３ 条第１ 項又は第２ 項の規定により 難

いものであると き。  

（ 指名事業者の選定の制限）  

第４ 条 区は、 指名事業者の選定に当たっては、 次に掲げる事業者は選定の対象と し な

い。  

（ １ ） 地方自治法施行令第167条の11第１ 項により 準用する同令第167条の４ 第１ 項又は

第２ 項の規定に該当すると 認められる事業者 

（ ２ ） 次のいずれかに該当する事業者 

ア  東京都板橋区競争入札参加有資格者指名停止要綱に基づく 指名停止期間中の事

業者 

イ  東京都板橋区契約における暴力団等排除措置要綱に基づく 入札参加排除措置期

間中の事業者 

ウ  区発注の工事請負契約書に基づく 工事関係者に関する措置要求に従わないこと

等請負契約を誠実に履行し ない事業者 

エ  区発注の測量設計及び地質調査委託契約に基づく 委託関係者に対する指示要求

に従わないこ と 等委託契約を誠実に履行し ない事業者 

オ  区発注の工事請負契約又は測量、 設計及び地質調査委託契約につき、 下請契約

関係が不適切であるこ と が明確である事業者 

カ  アからオまでに掲げるもののほか、 不誠実な行為をする事業者 

（ ３ ） 建設業法に定める監理技術者又は主任技術者を設置できない事業者(工事の場合

に限る。 ) 

（ ４ ） 直近の履行成績が不良であった事業者 

（ ５ ） 経営状況が著し く 不健全である事業者 

（ ６ ） 発注案件と 同種の契約を区を相手方と し て締結し ている者で、 その履行が完了し

ていないために、 当該発注案件が不履行と なるおそれがあると 認められる事業者 

（ ７ ） 区が事前に発注案件に応じ て公表する申込資格を満たさ ない事業者 

（ ８ ） 前各号のほか、 第２ 条の各号を調査し た結果、 指名するこ と が不適当と 認められ

る事業者 

（ 選定事業者数）  

第５ 条 選定する事業者数はおおむね別表２ のと おり と する｡ただし 、 発注案件の性質

又は目的により 別表２

（ 委任）  

に掲げられた事業者数を選定するこ と ができない場合及び希望制

（ 公募型） 指名競争入札において事業者を選定する場合は、 この限り でない。  



第６ 条 この基準に定めるもののほか、 指名事業者選定基準に関し 必要な事項は、 別に

総務部長が定める。  

   付 則 

この基準は、 昭和60年10月1日から実施する。  

   付 則 

この基準の改正は、 平成６ 年４ 月１ 日から実施する。  

 付 則 

この基準の改正は、 平成17年４ 月１ 日から実施する。  

付 則 

この基準の改正は、 平成24年４ 月１ 日から実施する。  

付 則 

この基準の改正は、 平成26年10月１ 日から実施する。  



種別 

別表１  選定基準 

予定価格の区分 

（１件あたり） 
格付等級 

土木 

1 1億円以上 Ａ又はＢ 

2 4,000万円から1億円未満 Ａ又はＢ又はＣ 

3 2,000万円から4,000万円未満 Ｂ又はＣ又はＤ 

4 500万円以上2, 000万円未満 Ｃ又はＤ又はＥ 

5 500万円未満 Ｃ又はＤ又はＥ又は格無 

建築 

1 7,000万円以上 Ａ又はＢ 

2 2,000万円から7,000万円未満 Ａ又はＢ又はＣ 

3 1,000万円から2,000万円未満 Ｂ又はＣ又はＤ 

4 500万円から1, 000万円未満 Ｃ又はＤ又はＥ 

5 500万円未満 Ｃ又はＤ又はＥ又は格無 

設備 

1 3,000万円以上 Ａ又はＢ 

2 1,000万円から3,000万円未満 Ｂ又はＣ 

3 500万円以上1, 000万円未満 Ｂ又はＣ又はＤ 

4 500万円未満 Ｂ又はＣ又はＤ又は格無 

格付等級を定めていない業種については、案件の規模・性格等により、発注案件ごと

に定める。 

 

 

  

標準金額（一件あたり） 

別表2 選定事業者数 

事業者数 

500万円未満     ４社以上 

500万円以上       1, 000万円未満 
５社以上 

1, 000万円以上      2, 000万円未満 
６社以上 

2, 000万円以上   4, 000万円未満 
７社以上 

4, 000万円以上   7, 000万円未満 
９社以上 

7, 000万円以上   
12社以上 

 


